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内容報告 
1. 学会・分科会の概要 

International Association For Feminist Economics: IAFFE は、1990 年のアメリカ経済学会において、
「フェミニズムは経済学に居場所をみつけることができるか？」と名づけられた部会での議論から端を発し、
1992 年に設立された国際学会である。近年では、今日の経済・社会システムの構造的変化、市場自由化政
策や構造調整政策が女性に及ぼす影響、現代の貧困・環境・貿易問題、さらにマクロ経済政策のジェンダー
諸相やグローバリゼーション、労働とヒューマン・ライツなどのテーマを取り上げ、世界へ発信している。さらに
福祉レジームとケアの経済学、経済学方法論の基本的な再検討、そして経済学教育のあり方も含めて、ジェン
ダーとその他の差異に関する多様な側面からの議論が行われている。 

第 26 回目となる 2017 年大会のテーマは“Gender Inequalities in a Multipolar World”である。本テー
マを通じて、フェミニスト経済学は、経済的・政治的な権力が多極化する現在の世界において、教育者、フェミ
ニスト及び政策立案者にとって、いかに有用化できる方法であるのかについて焦点を当てる試みであった。本
大会では、33 の Session の他に、Roundtable や Panel も開催され、世界各国の先鋭的な研究者による報
告や議論がなされた。また、今回は開催国が韓国であったことから、東アジアのコンテクストに特有の問題に
ついて議論を行う East Asia Session が開催された。 
 
2. 発表内容の概要 

日本における求職者支援訓練 1 は、正規雇用での就職率や稼得力の向上以外にはどのような効果があ
ったのだろうか。そして、受講者の約 8 割を占めた女性にとって、この訓練にはどのような意義があ
ったのだろうか。本報告では、このような問題意識から、訓練後の生活の質の変化といった数値化の
できない非経済的な価値 2 に着目し、女性受講者へのインタビュー調査から得られた結果を考察した。 
 
2.1 背景と目的 

現在の日本において、女性には技能習得を可能とする訓練が行き届いていないことが明らかになっている。
女性は正社員であっても、企業内では男性と比較して充分な訓練を受けることができていない。そして、非正
規雇用者の企業内訓練の受講率は、正規雇用者に比較して著しく低く、非正規雇用者の大半は女性である。
ここから、女性は男性と比較して、企業内訓練を受ける機会が圧倒的に低いことがわかる。先行研究における
職業訓練に対する評価は、正規雇用での就職率や収入の上昇に主眼が置かれている。実際に女性にとって
収入の向上につながるのか、具体的なケースで検討がされていない。また、職業訓練の効果をみる際に、経
済的な稼得力の向上ではなく、生活の質の向上については検討がされてこなかった。 

こうした現状を踏まえ、本報告では、女性に対する職業訓練の意義を生活の質といった非経済的な価値に
着目し、検討することを目的とする。女性受講者の生活にとって職業訓練は、稼得力向上以外の非経済的価
値から見た場合、いかなる意味を持つのかを検討する。インタビューによる詳細な質的調査を行うことで、女性
受講者にとって職業訓練は、稼得力の向上だけではなく、その後の生活にとってどのような意義があるのかに
ついて分析し、考察する。 
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2.2 調査方法 
本研究では、訓練受講者の訓練後の生活実態を調査するために、東京都内において求職者支援訓練の

元受講者に半構造化インタビューを行った。調査時期は 2015 年 7 月から 9 月、調査対象者は 女性 7 名、
男性 3名、合計 10名である。比較対象として男性受講者からも聞き取りを行った。10名ともに、2011年～2012
年前後に訓練を受講した経験を持つ。主な質問項目は「訓練前後の収入や雇用形態の変化」、「訓練コース
選択した理由」、「訓練後にその職業を選択した理由」、「訓練時に経験したことや感想」、「現在の生活の満足
度ついて」などである。 

 
2.3 結果 

本報告では事例として 3 名の女性を取り上げた。彼女たちのインタビュー調査で得た語りのデータ分析の結
果、以下の 2 点が明らかになった。第１に、技能習得の効果である。今回の調査からは、技能習得は収入の上
昇や雇用形態の安定には結びつかなかった。しかし、希望していた仕事に就くことを可能にした効果は高く、
それゆえ対象者の満足度は高い結果となった。第２に、生活の質の変化である。職業訓練を受講したことによ
り、生活との両立が可能な仕事を選択する主体性、仕事とキャリアアップに対する意欲拡大がみられた。以上
から、今後も女性にとって重要性が増すと考えられる職業訓練において、女性の多様なニーズに対する検討
や、数値化できない非経済的な価値という新たな視点での評価の必要性が明らかになった。 
 
3. 今回の学会発表・参加の意義 

就労支援政策における職業訓練は、現在の日本におけるジェンダー非対称な課題の１つである。こうした状
況を海外の研究者に報告できたことは、大変に有意義な機会となった。米国の研究者から、訓練カリキュラム
そのものがジェンダー化されているのではないか、という質問があった。こうした職業訓練のジェンダー化され
た問題は、国際比較の必要性があることを再認識したため、今後の研究課題に加えることを検討している。本
報告をもとに論文の執筆を行い、博士論文の章の一つとして構成することを計画している。本報告は、日本に
おける職業訓練を女性受講者の生活の質の変化から論じるという試みであり、就労支援政策のジェンダー分
析に活用できる研究成果として位置づけることができる。また、本学会を通じて、韓国、日本、米国、欧州やそ
の他諸外国の最新の研究成果を把握し、共有することができた。加えて、プレゼンテーションの技術や分科会
の運営など、学術研究の場における国際的な女性リーダーを目指す上で貴重な経験となった。ここに、ご支援
を頂いたグローバルリーダーシップ研究所への感謝の意を表する。 
 
注 
1. 2008 年世界的経済危機による不況をきっかけに、2009 年職業訓練の拡充と訓練・生活支援給付をする職業訓練政

策として緊急人材育成支援事業がスタートした。暫定措置だった緊急人材育成支援事業は法的根拠を得て、求職者

支援制度として整備され、2011 年より開始された。この制度は、職業訓練の無料受講と訓練期間中に給付金の支給

を行う制度である。求職者支援制度の職業訓練（求職者支援訓練）は、就職を希望している雇用保険を受給できな

い者、雇用保険受給修了者や受給資格要件を満たさない者、学卒未就学者などを対象者としている。 
2. 数値化することのできない非経済的価値については、Sen「ケイパビリティ」、Nussbaum「よい生き方」や三隅「社

会関係資本」などの概念を用いて検討を継続しており、今後もその議論を深化させていきたいと考えている。 
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